
格差のない 平和な沖縄へ格差のない 平和な沖縄へ

社会保障財源とされた消費税増税分の多くは、企業減税や富裕層の
減税の穴埋めなどの目的外使用です。消費税ゼロ税率の財源として、物
価高でも増え続ける企業の内部留保（利益剰余金）に臨時課税し、高
齢者の医療費負担を１割
に戻すなど、福祉や手当
額を拡充します。
現行の健康保険証を残
し、マイナンバーカードと
の一体化に反対します。
高齢者が安心して暮らせ
る年金を受給できるように
します。
医療・介護・保育など
ケア労働者を支援します。
公立・公的病院の病床削
減に反対し、地域医療を
守ります。

01物価高から生活再建消費税は当面ゼロに

教育予算を国際水準に引き上げ、高
等教育までの教育費を無償化。奨学
金は給付型を原則とし、一定期間の返
済後は残債を免除する制度導入をめざ
します。
派遣労働を一時的・臨時的な業務
に制限。非正規雇用者の待遇格差の
改善や会計年度任用職員を正規雇用
に転換し、「同一価値労働・同一賃金」
を実現します。
出産の保険適用化や子育てにかかる
負担を軽減し、性別関係なく子育てと
仕事が両立できる社会へ改善していき
ます。先進国の中でも格段と低い、子
ども・家庭予算を引き上げ、子どもの
貧困解消に取り組みます。

02人材こそ資源子ども、若者に
希望を

「中部広域都市圏構想」を提起し、道路や公共交
通網の整備を推進します。市町村横断型コミュニ
ティバスを運行し、生活圏域に見合ったバス交通網
を実現します。
ＯＩＳＴ（大学院大学）や琉球大学をはじめとする
高等教育機関と産学官の連携を加速し、スタート
アップ企業を呼び込むなど、新たな雇用の創出と所
得の向上をはかります。先端技術産業やＩＴ拠点を
普天間基地返還跡地や東海岸エリアに誘致します。
後継者育成、若年層の参入を支援し、小規模農
家を守ります。有機農業とセットで食の安全、学校
給食の全面無償化を実現します。

03県民の暮らしが一番誇りある豊かな沖縄へ

５年総額43兆円の防衛増税、敵基地攻撃能力の保有
など「台湾有事」を口実にした軍拡路線に強く反対します。
沖縄を再び戦場にはさせません。
武力で平和はつくれない―。新たな戦前といわれる今こ
そ、憲法９条を活かした外交努力で国際貢献すべきです。
「建白書」の理念と県民投票の民意を大切にし、辺野古
に新基地は造らせません。普天間基地の即時運用停止と
全面返還、オスプレイの全機撤去を求めます。

男女の経済格差の是正、雇用における男女平等
に取り組みます。仕事と家族としての責任が両立
できるよう雇用制度を見直します。
女性への暴力を根絶し、すべての女性の人権が尊

重され、安心・自立して暮らせる社会をめざします。
実効性のある包括的差別禁止法と政府から独立
した人権救済機関をつくり、ハラスメントやヘイト
スピーチなど、いかなる差別も許さない社会づく
りに取り組みます。

06ジェンダー平等多様性社会の実現へ

 税金は暮らしに 辺野古・軍拡ＮＯ新垣クニオ
重点政策

新垣クニオ事務所 〒901-2212 宜野湾市長田4-16-11　TEL（098）892-2131　FAX（098）892-2133 （内部学習用資料）

05基地問題から県民の人権と尊厳
沖縄の環境を守る

嘉手納基地や普天間基地の爆音被害、墜落や落下物の危険性、ＰＦＡＳ汚染
から県民の安全と命を守るため、日米両政府に対し解決策を強く求めていきま
す。ＰＦＡＳ対策のための水道料金値上げ分は、国の責任で負担するよう要求し
ていきます。
防音工事対象区域の拡大と全ての教育機関へのエアコン代の完全無償化を国
に強く求めます。
米軍の性犯罪を許しません。変えるべきは憲法でなく、政権と日米地位協定です。

04武力より外交 憲法を活かす政治

自民党「裏金」問題を徹底追及し、本気の政治資金改革に取り組みます。
抜け穴だらけ、微修正の政治資金規正法改正では「政治とカネ」をめぐ
る国民の政治不信は拭えません。
旧統一教会と自民党のゆ着を断ちます。カルト宗教２世への支援と被害
防止をすすめます。

07国民には増税自民党は脱税 
「裏金」政治に終止符を
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内部留保（利益剰余金）の推移（兆円）

ジェンダーギャップ指数（2023）　上位国及び主な国の順位

（備考） 1.世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書（2023）」より作成
　　　 2.日本の数値がカウントされていない項目はイタリックで記載
　　　 3.分野別の順位:経済（123位）教育（47位）健康（59位）政治（138位）

アイスランド（0.912）
1位/146か国
日本（0.647）
125位/146か国
平均（0.684）

経済参画（0.561）

政治参画
（0.057）

教育
（0.997）

健康（0.973）

・労働参加率の男女比
・同一労働における賃金の男女格差
・推定動労所得の男女比
・管理的職業従事者の男女比
・専門・技術者の男女比

・識字率の男女比
・初等教育就学率の男女比
・中等教育就学率の男女比
・高等教育就学率の男女比

・国会議員の男女比
・閣僚の男女比
・最近50年における
  行政府の長の在任年数の
  男女比

・出生児性比
・健康寿命の男女比
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順位 国名 値
1 アイスランド 0.912
2 ノルウェー 0.879
3 フィンランド 0.863
4 ニュージーランド 0.856
5 スウェーデン 0.815
6 ドイツ 0.815
15 英国 0.792
30 カナダ 0.77
40 フランス 0.756
43 アメリカ 0.748
79 イタリア 0.705
102 マレーシア 0.682
105 韓国 0.68
107 中国 0.678
124 モルディブ 0.649
125 日本 0.647
126 ヨルダン 0.646
127 インド 0.643

出典）内閣府男女共同参画局

※ドイツ、フランス、スウェーデン、イギリスは2011年のデータ(OECD／2013). 
　日本は2012年のデータ【国立社会保障・人口問題研究所「平成24年度社会保障費用統計」より作成。
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出典）OECD「Education at a Glance 2020」

主なOECD加盟国の教育機関への公的支出割合


